
 

神奈川県後期高齢者医療広域連合短時間勤務会計年度任用 

職員の任用、勤務条件等に関する条例 

平成３０年３月２７日 

条例第２号 

( 趣旨 )  

第１条 この条例は、地方自治法 ( 昭和２２年法律第６７号 ) 第２０３ 

条の２第５項及び地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下

「法」という。) 第２４条第５項の規定に基づき、法第２２条の２第

１項第１号に規定する会計年度任用職員（以下「短時間勤務会計年度

任用職員」という 。） の任用、勤務条件、給与及び費用弁償等につい

て定めるものとする。 

( 任用 )  

第２条 任命権者は、規則で定める業務について、期間及び職場の実態 

等を考慮し、業務の遂行上必要があると認めるときは、競争試験又は

選考により短時間勤務会計年度任用職員を任用することができる。 

 (任用期間 )  

第３条 短時間勤務会計年度任用職員の任用期間は、１年を超えない期

間とする。ただし、１会計年度を超えることができない。 

( 勤務日及び勤務時間 )  

第４条 短時間勤務会計年度任用職員の勤務日及び勤務時間は、その業

務を考慮して、任命権者が割り振るものとする。ただし、業務の性質

上、勤務日又は勤務時間を指定することが困難なときは、１月又は１

年における勤務を要する日の日数その他の方法により、任命権者が定

めるものとする。 

２ 短時間勤務会計年度任用職員の勤務時間は、休憩時間を除き、１週

間当たり２９時間以内かつ１日当たり７時間４５分以内とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、任命権者は、業務の執行上必要がある

と認める場合は、短時間勤務会計年度任用職員の勤務日及び勤務時間

を規則で定める範囲内で変更することができる。 

( 超過勤務 )  

第５条 任命権者は、公務のため臨時又は緊急の必要がある場合には、 



 

短時間勤務会計年度任用職員に対し、前条第１項又は第３項の規定に

より割り振られた勤務時間外の時間に勤務することを命ずることがで

きる。 

( 休日及び休憩時間 )  

第６条 あらかじめ勤務日が定められている短時間勤務会計年度任用職

員は、当該短時間勤務会計年度任用職員の勤務日が神奈川県後期高齢

者医療広域連合一般職職員の勤務時間、休暇等に関する条例  (平成２

９年神奈川県後期高齢者医療広域連合条例第３号。以下「勤務時間条

例」という。 ) 第１１条に規定する休日に当たるときは、特に勤務す

ることを命ぜられない限り、勤務することを要しない。 

２ 短時間勤務会計年度任用職員の休憩時間は、常勤職員との権衡を考

慮し、任命権者が任用の際に定めるものとする。 

( 休暇 )  

第７条 短時間勤務会計年度任用職員の休暇は、年次有給休暇、特別休

暇、介護休暇及び介護時間とする。 

( 年次有給休暇 )  

第８条 年次有給休暇の取得単位は、１日とする。ただし、特に必要が

あると認められるときは、１時間を単位とすることができる。 

２ 前項に定めるもののほか、年次有給休暇に関し必要な事項は、規則

で定める。 

( 特別休暇 )  

第９条 任命権者は、短時間勤務会計年度任用職員に対し、公民権の行

使、出産、交通機関の事故その他の特別の事由により短時間勤務会計

年度任用職員が勤務しないことが相当である場合において、有給又は

無給の特別休暇を与えることができる。 

２ 特別休暇に該当する場合、その期間及び有給又は無給の別について

は、規則で定める。 

( 介護休暇 )  

第１０条 任命権者は、短時間勤務会計年度任用職員（規則で定める短

時間勤務会計年度任用職員に限る。 ) が、要介護者 (当該短時間勤務

会計年度任用職員の配偶者等で負傷、疾病又は老齢により規則で定め



 

る期間にわたり日常生活を営むのに支障がある者をいう。以下同

じ。) の介護をするため勤務しないことが相当と認められる場合は、

当該短時間勤務会計年度任用職員に対し、介護休暇を与えることがで

きる。この場合において、介護休暇の期間中は、無給となる。  

２ 介護休暇の期間は、要介護者ごとに３回を超えず、かつ、通算して 

９３日を超えない範囲で指定する期間 ( 以下「指定期間」という。 )  

内において、必要と認められる期間とする。 

３ 第１項に規定する配偶者等とは、別表第１のとおりとする。 

( 介護時間 )  

第１１条 任命権者は、短時間勤務会計年度任用職員 ( 規則で定める短

時間勤務会計年度任用職員に限る。) が、要介護者の介護をするため、

要介護者ごとに、連続する３年の期間（当該要介護者に係る指定期間

と重複する期間を除く 。） 内において１日の勤務時間の一部につき勤

務しないことが相当であると認められる場合は、当該短時間勤務会計

年度任用職員に対し、介護時間を与えることができる。この場合にお

いて、介護時間の間は、無給となる。 

( 短時間勤務会計年度任用職員の給与 )  

第１２条 第１条の給与とは、報酬、期末手当及び勤勉手当をいう。 

２ 公務について生じた費用の弁償は、報酬には含まれない。 

( 短時間勤務会計年度任用職員の報酬） 

第１３条 短時間勤務会計年度任用職員のうち、１週間当たりの勤務時

間が２９時間である者には月額による報酬 ( 以下「月額報酬」とい

う。) を、１週間の勤務日が３日以内かつその勤務時間が１日当たり

７時間４５分の時間を割り振られている者には日額による報酬 (以下

「日額報酬」という。) を、その他の者には勤務１時間当たりの時間

額による報酬 (以下「時間額報酬」という。) を支給する。 

２ 勤務の形態及び他の職員との均衡を考慮して任命権者が規則で定め

る短時間勤務会計年度任用職員の報酬の額は、１月につき、２４０，

０００円を超えない範囲内において任命権者が規則で定める額とする

ことができる。 

( 短時間勤務会計年度任用職員の通勤に係る費用弁償 )  



 

第１４条 通勤のため交通機関を利用してその運賃を負担することを常

例とする短時間勤務会計年度任用職員 ( 交通機関等を利用しなければ

通勤することが著しく困難である短時間勤務会計年度任用職員以外の

短時間勤務会計年度任用職員であって、徒歩により通勤するものとし

た場合の通勤距離が片道２キロメートル未満である者及び第３項の規

定により支給する者を除く。) に対し、最も経済的かつ合理的と認め

られる通常の通勤の経路及び方法により算出した勤務１回の通勤に要

する運賃の額に１か月の通勤所要回数を乗じて得た額又は１か月の通

勤用定期券の額のうち低廉な方の額 (その額が５５，０００円を超え

るときは、５５，０００円) を弁償する。 

２ 通勤のため自動車その他の交通の用具で規則で定めるもの ( 以下  

「自動車等」という。) を使用することを常例とする短時間勤務会計

年度任用職員 (自動車等を使用しなければ通勤することが著しく困難

である短時間勤務会計年度任用職員以外の短時間勤務会計年度任用職

員であって、徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道２

キロメートル未満である者及び次項に掲げるものを除く。) に対し、

別表第２の左欄に掲げる自動車等の使用距離の区分に応じ、勤務１日

につき同表の中欄に定める通勤に係る費用の額を乗じて得た額 (その

額が同表の右欄に定める上限月額を超えるときは、当該上限月額) を

弁償する。 

３ 通勤のため交通機関等を利用してその運賃等を負担し、かつ、自動

車等を使用することを常例とする短時間勤務会計年度任用職員 ( 交通

機関等を利用し、又は自動車等を使用しなければ通勤することが著し

く困難である短時間勤務会計年度任用職員以外の短時間勤務会計年度

任用職員であって、徒歩により通勤するものとした場合の自動車等の

使用距離が片道２キロメートル未満である者を除く。) に対し、前２

項の規定により算出した額を合算した額 (その額が５５，０００円を

超えるときは、５５，０００円) を弁償する。 

（短時間勤務会計年度任用職員の時間外勤務に係る報酬） 

第１５条 短時間勤務会計年度任用職員が、第５条の規定による勤務を

した場合は、割増報酬を支給する。 



 

２ 割増報酬は、第５条の規定により勤務した時間１時間につき、時間

額報酬の額 ( 月額報酬又は日額報酬を支給される短時間勤務会計年度

任用職員にあっては、規則で定める勤務１時間当たりの報酬額 ) １０

０分の１００から１００分の１５０までの範囲内で規則で定める割合

（その勤務が午後１０時から翌日の午前５時までの間である場合は、

その割合に１００分の２５を加算した割合）を乗じて得た額（その額

に５０銭未満の端数を生じたときは、これを切り捨て、５０銭以上１

円未満の端数を生じたときは、これを１円に切り上げた額）とする。 

（短時間勤務会計年度任用職員の報酬の減額） 

第１６条 短時間勤務会計年度任用職員（月額報酬及び日額報酬を支給

されている者に限る 。） が勤務しないときは、年次有給休暇若しくは

特別休暇（有給であるものに限る。この条において同じ 。） の取得又

は当該短時間勤務会計年度任用職員が勤務しないことについて任命権

者の承認を受けた場合を除き、その勤務しない１時間につき、規則で

定める勤務１時間当たりの報酬額を減額して支給する。ただし、その

月の勤務を要する時間の全部を勤務しないとき ( 年次有給休暇若しく

は特別休暇の取得又はその勤務しないことについて任命権者の承認を

受けた場合を除く。 ) は、報酬を支給しない。 

（短時間勤務会計年度任用職員の報酬の支給） 

第１７条 短時間勤務会計年度任用職員の報酬は、勤務した月の翌月の

２１日 ( その日が土曜日及び日曜日並びに勤務時間条例第１１条に規

定する国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８条）による

休日（以下「休日等」という 。） に当たるときは、その日前において、

その日に最も近い休日等でない日 ) にその全額を支給するものとする。 

２ 前項の報酬及び通勤に係る費用は、他の法令に規定する場合を除く

ほか、現金で直接職員に支払わなければならない。ただし、短時間勤

務会計年度任用職員から自己名義の預金口座への振替の申出があると

きは、口座振替の方法により支給することができる。 

（短時間勤務会計年度任用職員の期末手当） 

第１８条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条から第１

８条の３までにおいてこれらの日を「基準日」という 。） にそれぞれ



 

在職する任期の定めが６月以上の短時間勤務会計年度任用職員（１週

間当たりの勤務時間が著しく少ない者として任命権者が規則で定める

ものを除く。以下この条において同じ 。） に対して、それぞれ基準日

の属する月の任命権者が規則で定める日（次条及び第１８条の３にお

いてこれらの日を「支給日」という 。） に支給する。これらの基準日

前１月以内に退職し、若しくは法第１６条第１号に該当して法第２８

条第４項の規定により失職し、又は死亡した短時間勤務会計年度任用

職員（任命権者が規則で定める職員を除く 。） についても、同様とす

る。 

２ 任期の定めが６月に満たない短時間勤務会計年度任用職員の１会計

年度内における短時間勤務会計年度任用職員としての任期の定めの合

計が６月以上に至ったときは、当該短時間勤務会計年度任用職員は、

当該会計年度において、前項に規定する任期の定めが６月以上の短時

間勤務会計年度任用職員とみなす。 

３  ６月に期末手当を支給する場合において、前会計年度の末日まで短

時間勤務会計年度任用職員として任用され、同日の翌日に短時間勤務

会計年度任用職員として任用された者の任期の定め（６月未満のもの

に限る 。） と前会計年度における任期（前会計年度の末日を含む期間

の任用に係るものに限る 。） の定めとの合計が６月以上に至ったとき

は、第１項の任期の定めが６月以上の短時間勤務会計年度任用職員と

みなす。 

４ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、職員の給与及び通勤に要する

費用の弁償に関する条例（昭和３２年１０月１２日神奈川県条例第５

２号（以下、「県給与条例」という。））第１５条第２項の規定の例に

より得た額とする。ただし、在職期間の算定について必要な事項は、

任命権者が規則で定める。 

５ 前項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日（退職し、若しくは

失職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又

は死亡した日）以前６月以内の短時間勤務会計年度任用職員としての

在職期間における報酬（任命権者が規則で定める額を除く 。） の１月

当たりの平均額（日額報酬または時間額報酬を支給される短時間勤務



 

会計年度任用職員にあっては、規則で定める勤務１月当たりの平均額）

とする。 

第１８条の２ 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の規

定にかかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当（第４号に掲げる

者にあっては、その支給を一時差し止めた期末手当）は、支給しない。 

（１）基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に法第２

９条の規定による懲戒免職の処分を受けた職員 

（２）基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に法第２

８条第４項の規定により失職した職員（法第１６条第１号に該当し

て失職した職員を除く 。）  

（３）基準日前１月以内又は基準日から当該基準日に対応する支給日の

前日までの間に離職した職員（前２号に掲げる者を除く 。） で、そ

の離職した日から当該支給日の前日までの間に禁錮以上の刑に処せ

られたもの 

（４）次条第１項の規定により期末手当の支給を一時差し止める処分を

受けた者（当該処分を取り消された者を除く 。） で、その者の在職

期間中の行為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられたもの 

第１８条の３ 任命権者は、支給日に期末手当を支給することとされて

いた職員で当該支給日の前日までの間に離職したものが次の各号のい

ずれかに該当する場合は、当該期末手当の支給を一時差し止めること

ができる。 

（１）離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期間

中の行為に係る刑事事件に関して、その者が起訴（当該起訴に係る

犯罪について禁錮以上の刑が定められているものに限り、刑事訴訟

法（昭和２３年法律第１３１号）第６編に規定する略式手続による

ものを除く。第３項において同じ 。） をされ、その判決が確定して

いない場合 

（２）離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期間

中の行為に係る刑事事件に関して、その者が逮捕された場合又はそ

の者から聴取した事項若しくは調査により判明した事実に基づきそ

の者に犯罪があると思料するに至った場合であって、その者に対し



 

期末手当を支給することが、公務に対する信頼を確保し、期末手当

に関する制度の適正かつ円滑な実施を維持する上で重大な支障を生

ずると認めるとき。 

２ 前項の規定による期末手当の支給を一時差し止める処分（以下「一

時差止処分」という 。） を受けた者は、行政不服審査法（平成２６年

法律第６８号）第１８条第１項本文に規定する期間が経過した後にお

いては、当該一時差止処分後の事情の変化を理由に、当該一時差止処

分をした者に対し、その取消しを申し立てることができる。 

３ 任命権者は、一時差止処分について、次の各号のいずれかに該当す

るに至った場合には、速やかに当該一時差止処分を取り消さなければ

ならない。ただし、第３号に該当する場合において、一時差止処分を

受けた者がその者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し現に逮捕

されているときその他これを取り消すことが一時差止処分の目的に明

らかに反すると認めるときは、この限りでない。 

（１）一時差止処分を受けた者が当該一時差止処分の理由となった行為

に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられなかった場合 

（２）一時差止処分を受けた者について、当該一時差止処分の理由とな

った行為に係る刑事事件につき公訴を提起しない処分があった場合 

（３）一時差止処分を受けた者がその者の在職期間中の行為に係る刑事

事件に関し起訴をされることなく当該一時差止処分に係る期末手当

の基準日から起算して１年を経過した場合 

４ 前項の規定は、任命権者が、一時差止処分後に判明した事実又は生

じた事情に基づき、期末手当の支給を差し止める必要がなくなったと

して当該一時差止処分を取り消すことを妨げるものではない。 

５ 任命権者は、一時差止処分を行う場合は、当該一時差止処分を受け

るべき者に対し、当該一時差止処分の際、一時差止処分の事由を記載

した説明書を交付しなければならない。 

６ 前各項に規定するもののほか、一時差止処分に関し必要な事項は、

任命権者が規則で定める。 

（短時間勤務会計年度任用職員の勤勉手当） 

第１９条 勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条において



 

これらの日を「基準日」という 。） にそれぞれ在職する任期の定めが

６月以上の短時間勤務会計年度任用職員（１週間当たりの勤務時間が

著しく少ない者として任命権者が規則で定めるものを除く。以下この

条において同じ 。） に対して、基準日以前６箇月以内の期間における

その者の勤務の状況及び勤務成績に応じて、それぞれ基準日の属する

月の任命権者が規則で定める日に支給する。これらの基準日前１月以

内に退職し、若しくは法第１６条第１号に該当して法第２８条第４項

の規定により失職し、又は死亡した短時間勤務会計年度任用職員（任

命権者が規則で定める職員を除く 。） についても、同様とする。 

２ 第１８条第２項及び第３項の規定は、前項の勤勉手当について準用

する。この場合において、同条第２項中「前項」及び第３項中「第１

項」とあるのは「第１９条第１項」と読み替えるものとする。 

３ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が定める基準に従っ

て定める割合を乗じて得た額とする。この場合において、任命権者が

支給する勤勉手当の額の総額は、県給与条例第１６条第２項第１号の

規定の割合を乗じた額を超えてはならない。 

４ 第１８条第５項の規定は、前項の勤勉手当基礎額について準用する。

この場合において、「在職期間」は「勤務期間」と読み替えるものと

する。 

５ 前２条の規定は、第１項の規定による勤勉手当の支給について準用

する。この場合において、第１８条の２中「前条第１項」とあるのは

「第１９条第１項」と、「基準日から」とあるのは「基準日（第１９

条第１項に規定する基準日をいう。以下この条及び次条において同

じ 。） から」と、「支給日」とあるのは「支給日（同項に規定する任

命権者が規則で定める日をいう。以下この条及び次条において同じ。）」

と読み替えるものとする。 

（休職者の給与） 

第２０条 短時間勤務会計年度職員が公務上負傷し、若しくは疾病にか

かり、又は通勤により負傷し、若しくは疾病にかかり、法第２８条第

２項第１号に掲げる事由に該当して休職にされたときは、その休職の

期間中、これに給与の全額を支給する。 



 

２ 休職にされた短時間勤務会計年度任用職員には、前項に規定する給

与を除くほか、他のいかなる給与も支給しない。 

（旅行に係る費用） 

第２１条 短時間勤務会計年度任用職員が公務のために旅行をした場合

には、当該短時間勤務会計年度任用職員に対し、当該旅行に係る費用

を弁償する。 

( 服務 )  

第２２条 短時間勤務会計年度任用職員は、次に掲げる事項を常に遵守

しなければならない。 

（１）県民全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務

の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。 

（２）職務の遂行に当たっては、法令、条例等に従い、かつ、上司の職

務上の命令に忠実に従わなければならない。 

（３）任用される職の信用を傷付け、又は職全体の不名誉となるような

行為をしてはならない。 

（４）職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、

また、同様とする。 

２ 前項に掲げるもののほか、短時間勤務会計年度任用職員の服務につ

いては、常勤職員の例による。 

( 研修 )  

第２３条 任命権者は、短時間勤務会計年度任用職員に対し、業務の遂

行上必要な知識及び技能を修得させるための研修を命ずることができ

る。 

( 災害補償 )  

第２４条 短時間勤務会計年度任用職員の公務上の災害については、神

奈川県後期高齢者医療広域連合議会議員その他非常勤の職員の公務災

害補償等に関する条例 ( 平成１９年神奈川県後期高齢者医療広域連合

条例第２０号 ) 又は労働者災害補償保険法 ( 昭和２２年法律第５０

号 ) の規定により補償するものとする。 

( 委任 )  

第２５条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な



 

事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年８月２８日条例第１号） 抄 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。  

附 則（令和２年１１月３０日条例第５号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年３月３０日条例第４号） 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

  附 則（令和３年１１月３０日条例第８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

  附 則（令和４年３月２９日条例第２号） 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。ただし、第５条の改正

規定及び第１９条の改正規定は、公布の日から施行する。  

  附 則（令和５年１１月３０日条例第７号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和６年３月２７日条例第２号） 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第１９条第２

項において合計される任期の定めには、施行日以前の任期（前会計年度

の末日を含む期間の任用に係るものに限る 。） も合計できるものとする。  

 



 
 

別表第１（第１０条関係） 

同居・別居を問わない者 同居を条件とする者 

配偶者（内縁関係にある者を含む。以

下、この表において同じ。）、父母、

子、配偶者の父母、祖父母、孫、兄弟

姉妹 

短時間勤務会計年度任用職員や配偶者

との間において事実上父母や子と同様

の関係と認められる者（父母の配偶

者、配偶者の父母の配偶者、子の配偶

者又は配偶者の子） 

備考 

同居には、短時間勤務会計年度任用職員が要介護者の居住している住宅に泊

まり込む場合等を含むものとする。 

 

別表第２（第１４条関係） 

自動車等の使用距離 通勤に係る費用の額 上限月額 

片道２キロメートル以上 

５キロメートル未満 
100円 2,000円 

片道５キロメートル以上 

１０キロメートル未満 
210円 4,200円 

片道１０キロメートル以上 

１５キロメートル未満 
355円 7,100円 

片道１５キロメートル以上 

２０キロメートル未満 
500円 10,000円 

片道２０キロメートル以上 645円 12,900円 

 

 


